
臓器移植対策担当者会議

次議 第

1 挨 拶  (辺見 臓器移植対策室長 )

2 説明事項

(1)改正臓器移植法の施行に向けて
(辺見 lla器移植対策室長 )

0質疑応答

(2)普及啓発、予算等について

<休 憩 >

(3)1蔵器提供の流れなど

①啓発普及、新しい意思表示カードについて      14:15～ (10分 )
(秋本 臓器移植対策室)

②平成 22年度 臓器移植対策事業費について     14:25～ (10分 )
(芦埜 日本臓器移植ネットワーク総務部)

③一般啓発普及について              14:35～ (20分 )

(雁瀬 日本臓器移植ネットワーク広報・普及啓発部長)

13:00～ (5分 )

13:05～

13:05～ (60分 )

14:05～ (10分 )

14:15-

14:55～ (10分 )

15:05～

①臓器提供の流れ                 15:05～ (15分 )

(小中 日本臓器移植ネットワーク医療本部長)

②コーディネーターの役割              15:20～ (15分 )

(芦刈 日本臓器移植ネットワークコーディネーター部副部長)

(4)質疑応答 15:35～ (20分 )



臓器移植対策担当者会議

配付資料一覧
1 改正臓器移植法の施行に向けて (資料 1)

2 普及啓発、新 しい意思表示カー ドについて (資料 2)

3 社団法人 日本臓器移植ネットワークよりの資料 (資料 3)

(1)平成 22年度 臓器移植対策事業費について

(2)改正lla器移植法施行に関する普及啓発について

(3)実際の臓器提供の流れ

(4)コ ーディネーターの役害1

4 臓器移植対策担当者会議 別冊資料

(1)平成 21年度厚生労働科学研究費補助金 (厚生労llll科学特別研究事業)
「児童の脳死判定及び臓器提供等に関する調査研究」(抄 )

(2)臓器の移植に関する法律第 6条第 2項に規定する脳死した者の身体の
取扱い等について (平成 22年 7月 9日  警察庁刑事局長、警察庁交通
局長通知 )

(3)「臓器の移植に関する法律」の運用に関する指針 (ガイ ドライン)の
改正について (平成 22年 6月 25日  厚生労働省雇用均等・児童家庭
局総務課虐待防止対策室事務連絡 )

(4)臓器提供施設の体制整備状況に関する調査について (案 )

(5)法改正の施行に併せて発 した法令及び通知
(平成 22年 6月 25日 付)の一覧

5 臓恭移植対策担当者会議・改正lFa器移植法説明会 (参考資料)

6 話そう。大切な人と。移植医療を応援するグリーンリボンキャンペーン
日本の移植事情 2010年 臓器移植法改定版 (会議資料)

7 臓器提供意思表示一体型リーフレット



資 料 1

改正臓器移植法の施行について

平成22年 7月

厚生労働省健康局疾病対策課

臓器移植対策室

目次

1.はじめに

2.臓器移植の現状

3.法改正の経緯

4.新しい制度



臓器移植とは

臓器移植とは、拡張型心筋症※1などの重い病気に

より臓器の機能が低下し、他の治療法がない場合に

選択される治療法で、臓器提供者 (ドナー)の臓器を

移植する治療法。

臓器移植には、脳死下、心停止下、生体からの提供

があり、移植できる臓器としては心臓、肺、肝臓、腎臓、

膵臓、小腸、眼球がある。

※1心臓の筋肉の収縮がきわめて悪くなる病気で最終的に移
植が必要となることが多い。

脳死とは f

社会通念上、死亡は①呼吸の停止 ②心臓の停止 ③瞳孔散大(対光反射

の消失)の 3つの条件で半J断されている。

一方、脳死とは、

「脳幹を含む全脳の機能が不可逆堕に停止するに至つた状態」

とされる。

脳死に至った場合には、自力で呼吸をすることはできず、回復する可能性は

なく、多くの場合数日で心停止に至るが、脳死から心停止に至るまでに長期間

を経過した症例も報告されている。
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脳死と植物状態

‐  機能喪失部

脳死 植物状態

脳の機能
全脳機能の

不可逆的停止

脳幹の機能は残存

あるいは一部残存

心1自動

拍動

(回復することなく

心停止に至る)

拍動

(長期的に継続あり)

呼吸
自発呼吸なし

(人工呼吸器で呼吸)
多くは自発呼吸あり

臓器移植法の経緯

昭和33年    角膜移植に関する法律

昭和54年

平成9年

平成21年

角膜及び腎臓の移植に関する法律

臓器の移植に関する法律

臓器の移植に関する法律の一部改正
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脳死下での臓器提供者数の推移 (年別)
(平成9年 10月 ～平成22年5月 現在)
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法施行以降平成22年 5月 現在 累計86例 (脳死判定事例は87例 )

ゝヽ

臓器移植の実施状況

(注 1)数字は、平成21年度の実績。ただし括弧内は、平成9年 10月 16日 (臓器移植法施行の日)から
平成22年 3月 31日までの累計。

(注 2)移植希望登録者数は平成22年 3月 31日現在数。
※1心臓及び肺の移植実施件数のうち、心臓と肺を同じ方に同時に移植した事例は、累計で1件 (平成20年度
(脳死下のみ))。

※2膵臓及び腎臓の移植実施件数のうち、膵臓と腎臓を同じ方に同時に移植した事例は、平成21年度で5件
(1出死下のみ)、 累計で52件 (うち脳死下は50件 )。

臓器提供者数 (注 1) 移植実施件数 (注 1) 移植希望登録者数
(注 2)

うち脳死下 うち脳死下

心臓
54 5名 5侶 544

166髪
(70名 (70名 ) (70件 ※ 1(70件

肺
54 5経 814 844

142黎
(56名 (56名 ) (67件 ※1(67件 )

肝臓
44 4名 414 414

277髪
(63名 (63名 (67件 (67141〕

腎臓
83径 5経 14644 ※ 2 7f4

12,010黎
(1,124名 ) (78名 ) (2.060件 (150件 )

膵臓
5名 5名 514 ※2 544

175を
(64名 ) (62名 ) (64件 (62件

′1ヽ腸
2名 2髪 214 244

3名
(6名 ) (6名 ) (6件 (6件 )

眼球(角膜)

962名 3経 1,627f4 614
2,604名

(11,906名 ) (32名 ) (19,389F卜 ) (63{牛 )
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世界の臓器提供者数(2007年 死体及び生体)

出夕t:Transplantalon Procurement Management(TPM)

:   internalonal Registry organ Dontton and Transplantalonか らの抜粋
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諸外国の臓器移植の現状 (2007年 )

日本 スペイン アメリカ フランス ドイツ イギリス 韓国

臓器提供者数
人口100万人あたり

0_8 34.3 266 15.95

心臓 総数 10 241 2.210 386 412 50

肺 総数 1,469 284 120

肝臓

総数 443 1 6,493 1,061 1,156 644 742

死体 10 1,087 6,227 1,043 1,096 122

生体 433 60 620

腎臓

総数 1,224 2,211 16,625 2,911 2,907 2,218

死杯
(脳死及び心停止下)

2,074 10,587 2,676 2.340 1,414 280

生体 1,037 6,038 235 804 648

膵臓 総数 1,331 94 247

出Jt: INTERNAT!ONAL FIGURES ON ORCAN DONAT10N AND TRANSPLANTAT10N-2007
(COUNCIL OF EUROPE 2008)
Transplant Procurement Management lnternational Registry

Global()bservatory on Donation&Transplantation VVorld TransP:antation!nfo「 mation‐ data
日本移植学会雑誌 移植 volume 43 Number6 2008,臓 器移植ファクトブック2008 日本移植学会広報委員会編
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日本と海外の臓器移植法制 (改正前)
日本の臓器移植法 (改正前)

放 承諾 拒否 不 明

承諾 ○ X ○

拒否 X X X

不 明 X X

○ :臓器摘出可能   X:臓 器摘出不可

*欧米諸国等では、本人の意思が不明の場合に、遺族の承諾による臓器の摘出が可
能とされている(網かけ部分)。
(注 1)欧米諸国等 :アメリカ、イギリス、ドイツ、フランス、スウェーデン、オーストラリア、
大韓民国等

(注2)制度としては遺族が拒否しても本人が承諾していれば臓器の摘出が可能とされて
いる国もあるが、そのような国でも、実際には、遺族が拒否した場合には臓器は摘出
されていない。

欧米諸国等(注 1)の臓器移植法

贔 承諾 拒否 不明

承諾 ○ X tta ○

拒否 X X X

不明 X ○/X

法改正の経緯

平成4年   1月  臨時脳死及び臓器移植調査会答申

平成 9年   6月  臓器の移植に関する法律成立

10月  同法施行

【その後の国際的な動向など】

※ 平成20年 5月に国際移植学会がイスタンブール宣言をまとめた。

※ WHOも平成21年 5月の総会で「ヒト臓器移植に関する指針」を改正について議論を行う予定であった。
(新型インフルエンザの影響により延期され、平成22年 5月の総会において指針の改正が採択される。)

※ 施行から平成21年6月までの間に脳死下での臓器提供は81例と少なく、また、15歳未満の者からの脳死

下での臓器提供は認められていなかった。

※ 平成17年 8月以降、改正案が提出され、継続審議とされていた。

平成 21年  7月  13日 参議院本会議で採決が実施され、A案が可決・成立
1フ 日「臓器の移植に関する法律の一部を改正する法律」公布

平成 22年  1月  17日 親族への優先提供に関する規定の施行

7月 17日 全面施行
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「臓器の移植に関する法律の一部を改正する法律」概要
1.親族への優先提供
・臓器提供の意思表示に併せて、書面により親族への臓器の優先提供の意思を表示

できることとする。

2.臓器の摘出要件等の改正

・現行の要件に加え、本人の臓器提供の意思が不明の場合であつて、遺族が承諾し

たときには臓器の摘出を行うことができる。(脳死判定を行う要件についても、同様

に改正。)

・家族の書面による承諾により15歳未満の方からの臓器提供が可能となる。

3.普及啓発に係る事項
・国及び地方公共団体は、臓器提供に関する意思の有無を運転免許証及び医療保

険の被保険者証等に記載することができることとする等、移植医療に関する啓発及

び知識の普及に必要な施策を講ずる。

4.検討
・政府は、虐待を受けた児童から臓器が提供されることがないよう、移植医療に従事

する者が児童に対し虐待が行われた疑いがあるかどうかを確認し、その疑いがあ

る場合に適切に対応するための方策に関し検討を加え、その結果に基づいて必要

な措置を講ずるものとする。

法改正の趣旨提案者説明
～平成21年 6月 26日 参議院本会議議事録(抜粋)部分要約～

・ 臓器の移植に関する法律の施行後、脳死下での臓器移植は、年間症例数
において、欧米諸国の数分の一にも満たない状態が続いている

・ 臓器移植を希望する患者の数に対して移植術に使用される臓器の圧倒的
な不足があり、生体間の臓器移植が年々増加している

・ 移植術に使用する臓器の不足は諸外国でも同様であり、移植ツーリズムを
防止すべく国際的な取り組みも行われている

・ 移植をする機会があれば普通の社会生活に戻れる可能性があるにもかか
わらず、諸外国のように臓器の提供を受ける機会が奪われ、命を落とされ

る患者さんが国内には多く存在している

・ 改正に当たつては、臓器を提供する権利、提供しない権利、移植を受ける
権利、受けない権利をそれぞれひとしく保障することが必要である

・ 脳死が人の死であるのは、現行法と同じく、臓器移植に関する場合だけに
適用される

・ 一般の医療現場で一律に脳死を人の死とするものではない
・ 改正案は、諸外国と同様に臓器移植が認められる要件をそろえようとする
もの

7



改正法の留意点
【議論の契機】

「脳死した者の身体」の定義の改正(法第6条第2項 )

脳死した者の身体の定義規定から、「その身体から移植術に使用されるための臓器

が摘出されることとなる者であつて」との文言を削除すること。

↓
この改正により、「脳死は人の死」とされるのかとの疑義が出されたところ、、、

【国会での議論】

・改正法の趣旨説明(参議院本会議 平成21年 6月 26日 )
。衆議院法制局参事 質疑への回答(衆議院厚生労働委員会 平成21年 6月 5日 )

【改正法の解釈】

脳死が人の死であるのは、改正後においても改正前と同様、
臓器移植に関する場合だけであり、一般の医療現場で一律に脳
死を人の死とするものではない

臓器の移植に関する法律 改正前後の比較表

改正前 改正後 施行日

1
親族に対する
優先提供

○当面見合わせる
(ガイドライン)

O臓器の優先提供の意思表示を
認める

平成22年
1月 17日

2

脳死判定・

臓器摘出の

要件

0本人の生前の書面による意思
表示があり、家族が拒否しない

又は家族がいないこと

0本 人の生前の書面による意思
表示があり、家族が拒否しない
又は家族がいないこと (現行法
と同じ)
又は
○本人の意思が不明 (拒否の意
思表示をしていない場合)で
あ り、家族の書面による承諾
があること

平成22年
7月 17日小児の取扱い

015歳 以上の者の意思表示を
有効とする (ガイ ドライン)

○家族の書面による承諾により
15歳 未満の方からの臓器提供が
可能となる

3
普及・啓発
活動等

(規定なし)
0運転免許証等への意思表示の
記載を可能にする等の施策

被虐待児への
対応

(規定なし)

O虐待を受けて死亡した児童か
ら臓器が提供されることのな

いよう適切に対応

8



0意思表示していないことの確認について

0有効な意思表示ができない者の取扱いについて

示カードについて

0意思表示豊鎌システムについて

0普及啓発の対象者と啓発方法について

O普及啓発の内容について

0小児の脳死判定基準について

O臓器提供施設の体制整備について    等
(脳死下での小児臓署提供を行う施設としての要件 )

研究代表者 :貫井英明先生

研究分担者 :横田裕行先生、山田不三子先生

畑澤順先生

研究期間 :平成21年度

0ドナー適応基準、レシピエント選択基準について

0臓器移植に係る体制整備について  等

O親族の範囲について

O親族への優先提供意思の取扱しヽ こついて

Oあっせん手続きについて

〇小児の脳死判定基準等について

O被虐待児の取扱いについて

015歳 未満の者による拒否の意思表示について

生
科
学
審
餞

会
痰
崩

対
策
椰

会
腱

器
移
櫨

曇
員
会

検
討
内
容

の
報
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臓器移植に関する制度
○法律

「臓器の移植に関する法律」

脳死判定・臓器摘出を行うための要件等を定めるもの。

○省令

「臓器の移植に関する法律施行規則」

脳死判定基準、医師が作成すべき記録など、臓器移植法

により委任を受けた事項について定めるもの。

○ガイドライン

「臓器の移植に関する法律の運用に関する指針」

意思表示可能な年齢、臓器提供施設に関する事項など

運用上必要となる重要事項について定めるもの。
※平成9年 10月 8日 厚生省保健医療局長通知として発出

○その他の通知
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臓器移植に関する制度

「臓器の移植に関する法律」
脳死判定口臓器摘出を行うための要件等を定める
もの。

O省令
「臓器の移植に関する法律施行規則」

脳死判定基準、医師が作成すべき記録など、臓器移植法

により委任を受けた事項について定めるもの。

○ガイドライン

「臓器の移植に関する法律の運用に関する指針」

意思表示可能な年齢、臓器提供施設に関する事項など

運用上必要となる重要事項について定めるもの。

※平成9年 10月 8日 厚生省保健医療局長通知として発出

○その他の通知

臓器移植法の概要 (1)

I.基本的理念

Ⅱ.対象となる臓器

Z臓 器 の摘 出

Zそ の″
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臓器移植法の概要 (2)

1.基本的理念(第 2条 )

・生前の臓器提供に関する意思の尊重(第 1項 )

・任意性の確保(第 2項 )

・移植の適切な実施(第 3項 )

・移植機会の公平性(第 4項 )

臓器移植法の概要 (3)

2.対象となる臓器 (第5条及び施行規則第1条 )

・心臓、肺、肝臓、腎臓、眼球、膵臓、小腸

※1 組織移植(骨、皮膚、心臓弁、1率島等)は対象外

※2膵臓及び小腸は「臓器の移植に関する法律施行
規則」こおいて規定



臓器移植法の概要 (4)

3.臓器の摘出(第6条 )

移植術に使用するために臓器を摘出することができ

る場合を次の①又は②のいずれかの場合とする。

①本人の書面による臓器提供の意思表示があつた場

合であつて、遺族がこれを拒まないとき又は遺族が

いないとき

②ネスの臓器提供の意思力=不明であつこ遺族力=これ

を書面
=こ
よ孵 九陸き

臓器移植法の概要 (5)

4.臓器の摘出に係る脳死判定の要件(第 6条 )
移植に係る1図死判定を行うことができる場合を次の①又は②
のいずれかの場合とする。

①本人が

A書面により臓器提供の意思表示をし、かつ
B脳死判定の拒否の意思菱屁れ α lる場合〃グの場合
であつて、家族が脳死判定を拒まないとき又は家族がいな
いとき

2本人/_~つι〕て
4機器の″供意思力澪明訪 久ガ1つ
θ 断 半■定の拒否の意思菱星托 ■ 1る場全ノ外の場合

αわ ζ 家族力擁り壁競きを″ゴごと多書面
=こ
よグ愛〃方る

壁
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臓器移植法の概要 (6)

a蒻髪へのダ芳夕′D意思表示 (第6条の2'

移植術
=こ
使用される/_拗の臓器産Zオι/_―ダ:二提

漁 秘 意思を書面
=こ
よう表示ια l夕叡

=ま
表示ι

ようとする者Iま、そD意忌の表示
=こ
″どこ 親族|こ

ガι当該臓器繊 的fこ提供チる意思を書面
=こ
よグ

表示チるごと錨饉%。

臓器移植法の概要 (7)

6.その他
・臓器売買等の禁止(第 11条 )
・臓器のあつせん業の許可制(第 12条 )
～臓器のあっせんの具体的内容～

①臓器の提供者の募集及び登録

②移植を希望する者の募集及び登録

③臓器の提供者、臓器提供施設、移植実施施設等との連

絡調整活動

13



臓器移植法の概要 (8)

ス 昔″′ご努鶴舞ノ条の2,

国及a″%洪団体fま、移植術
=こ
使用される/_‐

めの臓器を難 し/_7′こ提供チる意思の有無をメど

転免許フ及び断 潟βの被保険者証等
=こ
記載チる

ごとガゞ空%ごととする象 移植医療
=こ
関九

"観
毀

吻 α 毀 |こ必 要な 施 策 を講 ず る ク 姥 %。

臓器移植法の概要 (9)

a店纏 |サた児童への滝応 (改正法附則5項)

臨 は、産彼 曖 |すた児童力〃 亡ι/_場錐 当該

児童から臓器力鵜μ〃 %ご
“

笏中よう、移植医療

/_~従事墨 五劃露難″ι虐待が行われ犠紳 ガゞ

あるガ老ラかを確認し,表びその疑ι〕ガ坊る場合だ

闘 tこ対応 残

"_‐

めの方策
=こ
関し険討をル 、その

結果/_~■現 つて必要な措置を請 1残%のとする。
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臓器移植に関する制度
○法律

「臓器の移植に関する法律」

脳死判定・臓器摘出を行うための要件等を定めるもの。

O省令
「臓器の移植に関する法律施行規則J
脳死判定基準、医師が作成すべき記録など、臓器
移植法により委任を受けた事項について定める
もの。

○ガイドライン

「臓器の移植に関する法律の運用に関する指針」

意思表示可能な年齢、臓器提供施設に関する事項など運用上必要とな

る重要事項について定めるもの。

※平成9年 10月 8日 厚生省保健医療局長通知として発出

Oその他の通知

臓器の移植に関する法律施行規則の概要 (1)

1.臓器の範囲

′.励死判定基準

θ.刑死判定争の記録

4.臓器のあつせん機関に関する事項

5。 その他

15



臓器の移植に関する法律施行規則の概要 (2)

2.脳死判定基準 (施行規則第2条 )

脳死判定基準について、いわゆる竹内基準に沿つて規定。

①具体的な判定方法

`除

外風は生髪12週未満のま 低体温色庁未″

の場合忍歓霧務協秒の者等)

・深昏睡
口瞳孔の固定、瞳孔散大

・脳幹反射の消失

・平坦脳波

・自発呼吸の消失(最後に確認)

・判定間隔6時間以上に歳啄謝競セ嘲詢聞以上ノ

②聴性脳幹誘発反応の消失を確認するよう努めること

臓器の移植に関する法律施行規則の概要 (3)

3.脳死判定等の記録 (施行規則第3条等)
//1月Э髄死判定■こ聞方る事項、本人意思力ざ不明の場合など
ガ改正|こ幾潔菫勿厩 ろ

①医師が作成すべき記録等について規定
・脳死判定が的確に行われたことを証する書面
・1図死判定に関する記録
口臓器の摘出に関する記録          等

②脳死判定等の記録の閲覧について

4.あつせん機関に関する事項 (施行規則第11条等 )

5.その他
口使用されなかった臓器の処理方法について、焼却して行わな
ければならないこと                等
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臓器移植に関する制度
○法律

「臓器の移植に関する法律」

脳死判定口臓器摘出を行うための要件等を定めるもの。

○省令

「臓器の移植に関する法律施行規則」

脳死判定基準、医師が作成すべき記録など、臓器移植法により委任を

受けた事項について定めるもの。

Oガイドライン
「臓器の移植に関する法律の運用に関する指針」
意思表示可能な年齢、臓器提供施設に関する事
項など運用上必要となる重要事項について定める
もの。
※平成9年 10月 8日 厚生省保健医療局長通知として発出

○その他の通知

「臓器の移植に関する法律」の運用に関する指針
(ガイドライン)の概要 (1)

ゴ.臓器提解 琢 ろ意思表示 等■こ関 ナ桝 顎
2.霧 へ2昼幽 型 ∽ 蔑 悪表示割 躍 け る事項
θ。道駿吸 び家′の範″

イ.″堺
"ダ
滋認、移をを認

J:虐待と受ゲた児童へ0赫
δ。け を″夕までの標準

“

な手贋

π.μ響 笏 鶴 妨 移 事項
8.生体からの臓器移植の取扱いに関する事項

9.組織移植の取扱いに関する事項      等

17



ガイドラインの概要 (2)

1.臓器提供に係る意思表示等に関する事項

○提供の意思表示は現行通り15歳以上のみ有効とする

(民法上の遺言可能年齢等を参考)

0ん勁婿薔表示力妨つ/_鯵給、年齢
=こ
関わらヴ機器摘出や

脳死半J定|ま繊概静

0知的障害者等の臓器提供増ヽ 妨 有効な意思表示力曰

難となる障害を存妬 F/_~つιl ctま、年齢′こ関わらヴ臓器

嫡出を月含わせる(現行ガイドラインの基本を維持)

ガイドラインの概要 (3)

2蒻 宏 へα 彩 鱗 誓 の意思表 示 等
=こ
関 する事項

0務吸を″、〃βttχ′ノ。子ど

“

※2)及び父母〔※2)とする。

χ′Z掲髪塑Zてι:る方。勤 の方は含まなしL
X2持男J養子縁組tこよ攀 型 較 嬌 む。

Э臓器霧 雄 朽 意思表示局 程 に親族への優芳提晨》意思を書面|こよグ

表示するごと″ゞできる。

0親族関係及び当該親族本人α %ごと″/4t的証明書|こよグ乙霧する。

0医学的な条繊姥資″ ″ 費ん鏃 ■こ移植術カミ行われると|ま限らなι吃

0昴機 歌 を副 牲 ι/_―自殺を防α 拗 、自殺した方からの親族への優勇
的な機器提μ繊

～
老 九

0″洪先を限定する意思表元錫わ /_―場合
=こ
1ま親族の方も含め臓器のだ

μ″″わなι〕。
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ガイドラインの概要 (4)

3.遺族及び家族の範囲
○法に規定する「遺族」の範囲については、一般的、類型的

に決まるものではなく、死亡した者の近親者から、個々の

事案に即し、慣習や家族構成等に応じて判断すべきもの

○原則として、配偶者、子、父母、孫、祖父母及び同居の親

族の承諾を得るものとし、これらの者の代表となるべま者

において、前記の「遺族」の総意を取りまとめるものとする

ことが適当であること

○「家族」についても「遺族」の考え方に準ずる

0白彼ったち ミ未成年の場合.燿 晟 物 ぞれの意向
´真重かつ

「

寧|こ把握丸館 &

ガイドラインの概要 (5)

4.臓器提供施設、移植施設
○臓器提供施設

救急医療等の関連分野において、高度の医療を行う

①大学附属病院

②日本救急医学会の指導医指定施設

③日本脳神経外科学会の専門医訓練施設(A項 )

④救命救急センターとして認定された施設
θ″4//1児総合医療施設協議会の会員施設

のいずれかで、施設全体で臓器摘出についての合意が得られ
ているなど、必要な体制が整備されている施設に限定する。

○移植施設

脳死した者の身体から摘出された臓器の移植の実施につい
ては、移植関係学会合同委員会において選定された施設に限
定する。
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ガイドラインの概要 (6)

a虐砕 |サた児童への対応等

0対 応の卿
″虐繊 |すた児童カシ 亡ι/_場袷句筋彩 張供劇%いよス移
植医療

=こ
従事売 者ガ虐議が行われた疑しり有無を認 。

″脳死、わ臓死の区別に痛確ら式 虐

―

た疑しつのある児童
こ8歳未満)ガ吻曹ι/_-5θ″、臓器物 繊姥い。

0児童力1らの臓器提供夕
"~/_―

めの要件、ヂ続き

0必要な体制整備
虐待防止委貨癸等の院内体制の整備 励ヽ藤在ュ//Z等の整備
0虐綱 =行われた疑しり物 確認
OЭ院内体制の″ ● 虐物 有無を確認%
0臓器提供夕

"‐

5台の対応
″事前
=こ
、虐幽幽璽重 塗2鼻裂財 情報共有ι、″晟黎誌

″臓器の摘出
=こ
当たって|ま、倫理委員会教望 認の手続を務をガヽ

翻 の上s可否を判断方る
″検視等の犯罪捜査

=こ
関塞舒務劾 ツカ 諺 合

=ま
、連携を図る

虐待を受けた児童への対応

医学的理由により虐待を受けたとの

疑いが否定された場合

警
察
へ
の
連
絡
（事
件
性
が
疑
わ
れ
る
場
合
や
犯
罪
捜
査
の
た
め
必
要
な
場
合
）

法に規定する脳死判定を行つたと
したならば脳死とされうる状態や

倫理委員会等による診瞭過程の再確認

必要に応じ検視等の犯罪捜査に関する手続き
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ガイドラインの概要 (7)

6.脳死判定を行うまでの標準的な手順
○主治医等
口家族等の状況を踏まえ、臓器提供の機会があることなどを
告げること
E臓器提供に関する本人の意思表示の確認

○コーディネーター
ロ家族等に対する必要な説明
・本人の臓器提供及び脳死判定に係る意思の確認
口家族の脳死判定を行うこと及び臓器を摘出することに関する
意思の確認

○脳死判定を行う医師
日本人や家族の意思等を確認の上で法に規定する脳死判定
を行うこと                   など

(社 )日 本臓器移植
ネットワーク(NW)

提
　
‐―
―

器臓の

救急施設への患者の入院
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臓器提供の標準的な手順 (2)

↓

↓　　　　　↑

(社 )日本臓器移植
ネットワーク(NW)

レシピエントの選択
移植施設への連絡

‥
ψ

レシピエントの決定

‥
▼

摘出チームの決定

レシピエントの
意思確認・

手術の必要性の判断

1師♂撫司キ〔摘出チームの派遣1
師

編

司

|_「

二 _ |

鰤hm

〔補足〕「臨床的に脳死と判断した場合」について(1)

【改正前】

主治医等が、臨床的に脳死と判断した場合 (臓器の移植に関する

法律施行規則 (平成9年厚生省令第78号。以下「施行規則」という。)
)第 2条第2項各号の項目のうち第5号の自発呼吸の消失を除く、
第 1号から第4号までのいずれもが確認された場合。)以後において

、(以下略 )

【検討の視点】
口改正法の審議において、「脳死」について様々なご議論がなされた。

・臨床の現場においても、法律に基づく1図死判定や臨床的な脳死の判

断など「脳死」という言葉が様々な場面で用いられている。

・この規定は、主治医等が家族に説明や確認を行うタイミングを示した

規定である。

口確認項目に係る記載ぶりから、いわゆる「臨床的脳死判断(診断)」に

際して、「自発呼吸の消失」の確認が必要ではないとの誤解が生じて

いる。
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〔補足〕「臨床的に脳死と判断した場合」について(2)

改正後

主治医等が、庁者の状態|こつι14メ|こ規定方る脳死半墟定″ わ /_‐
とι/_‐なろ■ぎ、脳死と討わ る状態

=こ
あると判断し/_‐場合(臓器の移植に

関する法律施行規則 (平成9年厚生省令第78号。以下「施行規則」とい
う。))第2条第 7項

=こ
該当方ると認めク %者

`周

酪 景笏 〕プカガ1

1こ該当五壷婁勉ビ″ /_~つιl二 月条彩 石多号の項目のラち第1号か

ら第4号までの項目のいずれもが確認された場合、以後において、
(以下略)

【見直しのポイント】

・「法的脳死」、「臨床的脳死」という言葉による混乱を避けるとともに、

患者の家族に対して説明を行うのは、法的に脳死と判定されうる状

態にあると判断される場合であることを明記する。

・主治医等がそのような判断をする際には、当然の前提として自発呼

吸の消失の確認が含まれていることを明示するため、施行規則第2
条第1項に該当する者である旨を規定する。

ガイドラインの概要 (8)

7.脳死判定に関する事項
○法に規定する脳死判定の具体的な方法は、施行規則にお

いて定められている。

さらに個別の検査の手法については、「法的脳死判定マニ

ュアル」(厚生科学研究費特別研究事業「脳死判定手順に関

する研究班」平成11年度報告書)に準拠して行うこと

ただし、産 Z凍たつ11ては、r//明の脳死判定及び臓器
提供等

=こ
関九錫瞥″勿 〔平成27年度報告夕 |こ準拠ιτ

″ラごと

0      の観診 ラち、鼓膜損傷力物る症例|こおlする
誨庭反射の確認

06歳未満の者|こお/%平坦脳波の確認|こお%基 本条″芋
06歳未満の者|こお!する無呼吸πひの基本条″等
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ガイドラインの概要 (9)

8.生体からの臓器移植に関する事項
○臓器の提供の申し出については、任意になされ他からの
強制でないこと。

○提供者、移植術を受ける者に対する説明

(摘出術の内容、臓器の提供に伴う危険性、移植術の内容

、効果及び危険性等)

○臓器の提供者が移植術を受ける者の親族である場合の、
本人確認等について

○親族以外の第二者から臓器が提供される場合の有償性の
回避や任意性の確保について

等

ガイドラインの概要 (10)

9.組織移植に関する事項

○組織移植のための特段の法令は定められていない。

○通常、本人又は遺族の承諾を得た上で医療上の行為とし

て行われ、医療的見地、社会的見地等から相当と認めら

れる場合には許容されるものである。

○組織の摘出に当たつては、摘出する組織の種類やその

目的等について十分な説明を行つた上で、書面により承諾

を得ることが運用上適切であること。
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臓器移植に関する制度
○法律

「臓器の移植に関する法律J

脳死判定・臓器摘出を行うための要件等を定めるもの。

○省令

「臓器の移植に関する法律施行規則」

脳死判定基準、医師が作成すべき記録など、臓器移植法

により委任を受けた事項についてさだめるもの。

○ガイドライン

「臓器の移植に関する法律の運用に関する指針」

意思表示可能な年齢、臓器提供施設に関する事項など

運用上必要となる重要事項について定めるもの。

※平成9年 10月 8日 厚生省保健医療局長通知として発出

0その他の通知

改正法の施行に係るその他の通知(1)
平成22年 6月 25日 発出分

1.法令・ガイドラインを遵守する際の留意事項等

①臓器の移植に関する法律施行規則の一部を改正する省令の施行について

○改正法の施行に伴い制定する改正省令の内容について、周知するもの。
06歳未満の小児脳死判定基準に関する規定を新たに設け、判定に関する記録、
臓器の摘出に関する記録の改正を行うこと。

②「臓器の移植に関する法律」の運用に関する指針(ガイドライン)の一部改正
について

○臓器提供に係る意思表示について、拒否の意思表示があった場合、年齢に関わら
ず臓器摘出や脳死判定を行わない。
○知的障害者等の臓器提供に関する有効な意思表示が困難となる障害を有する方
については、年齢に関わらず臓器摘出を見合わせること。
○虐待を受けた児童への対応について新たに規定すること。   等

③「臓器の移植に関する法律」の運用に関する指針 (ガイドライン)の細則につ
いて

○いわゆる「臨床的脳死診断」の表現を改めたことに伴い、「自発的呼吸を消失した状
態Jの留意事項について定めたもの。

25



O児童虐待の対応に関するマニュアルとは、虐待が行われた疑いがあるかどうかを
確認し、その後の対応について手順等を示したものであること。
O臓器提供の場合においても、捜査機関との連携を図ること。
○臓器提供施設は、日頃から地域の関係機関と連携を図るとともに、研修会への 

´

参加などを通じ、虐待診療に関わる職員の資質の向上に努めること。

⑤臓器移植と検視その他の犯罪捜査に関する手続きとの関係等について
O臓器提供を行う場合の検視その他の犯罪捜査との関係を示したもの。
O医療機関で臓器の摘出が可能であると判断した場合であっても、死亡した児童に対
して司法解剖が行われるなど虐待が疑われたことの疑いが生じた場合には、臓器の
摘出は見合わせること     等

⑥眼球のあっせんに関する技術指針の一部改正について

○眼球を摘出する場合の確認すべき書類、角膜採取・保存の具体的な手順等につい
て定めるもの。

O法改正に伴い、意思表示の確認手順等を変更。

改正法の施行に係る通知 (3)
2.普及啓発

①臓器の移植に関する法律に基づく啓発及び普及について

〇改正法において、国及び地方公共団体は移植医療に関する啓発及び知識の
普及に必要な施策を請ずることとされており、協力を要請するもの。
○法改正の内容、移植医療についての啓発について依頼すること。  等

②臓器提供意思表示カード等の記載不備事例等の取扱いについて
○臓器提供意思表示カード等の記載不備の場合の解釈について基本的な考え方
を示すもの。

O新しいカードにおいては、客観的に本人意思を判断するとともに、矛盾する記載
であつた場合は、本人意思不明とすること。また、その際も、拒否の意思の確認
は慎重にイテうこと。                             等

3.医師等の記録様式

①脳死判定等に関する書式例

○脳死判定又は臓器摘出を行った医師が作成する記録等に、法改正に伴う変更を
カロえること。
O関係する書式に、小児の脳死判定に関する事項、本人意思が不明の場合を追加
すること。
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臓器の移植に関する法律 改正後の概要

改正後 施行日

1 親族に対する優先提供
O臓器の優先提供の意思表示を認める 平成22年

1月 17日

2

脳死判定・

臓器摘出の要件

0本人の生前の書面による意思表示があり、家族が
拒否しない又は家族がいないこと (現行法と同じ)
又は
0本人の意思が不明 (拒否の意思表示をしていない
場合)であり、家族の書面による承諾があること

平成22年
7月 17日小児の取扱い

O家族の書面による承諾により、15歳未満の方から
の臓器提供が可能となる

普及・啓発
活動等

0運転免許証等への意思表示の記載を可能にする等
の施策

4 被虐待児への対応
○虐待を受けて死亡した児童から臓器が提供される
ことのないよう適切に対応

改正法への対応

省令・ガイ ドラインの概要

親族に対する優先提供
◆親族の範囲を配偶者、子ども及び父母とする

◆親族関係の確認や留意事項について規定

脳死判定・

臓器摘出の要件

に係る意思表示

(1)拒否の意思表示があった場合、年齢に関わらず臓器摘出や脳死

判定は行わない。

(2)知的障害者等の有効な意思表示が困難となる障害を

有する方からの臓器摘出は見合わせる。

小児の取扱い

◆小児の脳死判定基準

小児の特性を考慮した基準を策定し追加

◆小児からの臓器提供を行う施設

(1)救急医療等の関連分野で高度の医療を行う施設であること

(2)虐待を受けた児童への対応のための必要な院内体制が整備され
ていること

を要件とし、こども専門病院を加える。

◆臓器提供の意思表示欄を運転免許証及び医療保険の被保険者証の

裏面に設置

◆臓器提供意思表示カードの書式を変更し、新たに作成したリーフレッ

トと一体型として配付

被虐待児への対応

チエックリストなどを活用し、病院として虐待が行われた疑いがあるか

を確認する。

結果、疑いがあると判断した場合、臓器提供は行わない。
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《参考》新しい臓器提供意思表示カード
2 3 いずれかの番号を○ で囲んでください。》

1

2 私は、心■が停止した死後に限り、移植の為に腱器を提供しま■

3 私は、臓器を提供しません。

(1又は 2を選んだ方で、提供したくない■器があれば、Xをつけてください。)
【心臓 肺 ‐肝臓 腎腱 膵臓 」ヽ日・眼球】

〔特83m:

署名年月日 :

本人署名 (自筆〉:

ま族署名 (自筆):

躙
静
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資 料 2

0 啓発普及ヽ新しい意思表示力いドについて

1 改正臓器移植法第 17条の2
国及び地方公共団体は移植医療に関する啓発及び知識の普及に必要な施策を講ず

るものとする。

2 啓発普及の視点
①制度改正の周知

②意思表示方法についての周知

③移植医療についての啓発等

3 意思表示方法
①臓器提供意思表示カードの様式見直し

(特にお願いしたいこと。)
。旧カードとの差し替え
。行政窓口等の設置場所の確認 。拡充

②自動車運転免許証への意思表示欄の創設

③医療保険の被保険者証への意思表示欄の創設 (地共済、国保も含む。)

④臓器提供意思登録システム (パ ソコン及びモバイルの各サイト)

4 カー ドー体型リーフレット
。平成 22年度は、臓器提供意思表示カードと一体となつたリーフレット350
万枚を作成予定

・都道府県毎に必要部数を確認し、近日中に都道府県等へ配布予定。
。その他ポスター等の基本的な啓発普及資材については、 日本臓器移植ネッ
トワークに御連絡下さい。

-1-



平成22年度臓器移植対策事業費について

社団法人日本臓器移植ネットワーク

総務部 芦埜 祐樹

臓器移植対策事業実施要綱 (抜粋 )



臓器移植対策事業費補助金交付要綱 (抜粋 )

・ 都道府県臓器移植連絡調整体制支援事業
62,266,000円

・ 臓器提供推進連携事業 94,000,000円
0臓器移植研修費 24,785,000円

補助金交付実績
(都道府県臓器移植コーディネーター交付分)

・ あっせん活動時における旅費等
0臓器提供体制整備のための臓器提供施設、
臓器移植施設、移植検査施設、透析施設、
市区町村行政巡回旅費

・ 院内コーディネーター、提供施設医師、臓器
移植希望者向けへの勉強会ロセミナー等を開
催するための経費

・ 都道府県オリジナル臓器提供意思表示カー
ド作成にかかる印刷製本費



補助金交付実績
(臓器提供施設交付分 )

・ 臓器提供施設研修会、脳死判定セミナー、院
内コーディネーター研修会等への参加旅費

・ 臓器提供マニュアルの作成に係る印刷製本
費

・ 臓器提供シミュレーションに係る経費

・ 臓器提供時例発生時において、情報公開が

必要な場合に係る経費

その他の活動

・ 臓器提供意思表示カード、シール、ポスター、
小冊子等印刷物の無償配布

・ 都道府県臓器バンクとの連絡会議の開催



改正臓器移植法施行に関する普及啓発について

社団法人 日本臓器移植ネットワーク
広報・普及啓発部 雁瀬 美佐

」aFaa Cta●

…

‖1麟

"全国統一の一般向け普及啓発 ″

1.移植に関する正しい知識や権利の周知
→ 知らない方に不利益にならないような環境作り

2。臓器提供意思表示の促進
→ 本人意思の実現 (脳死臓器提供)に不可欠な
意思表示カードロシールの配布
インターネットを通じた臓器提供意思登録システムの運用

3.子ども達、学生への教育
→ 互いの意思が尊重できる家族と社会の成立

… ボ



【平成22年 1月 上旬より正会員施設、意思表示カード設置協力先に送付】

ホームページヘの誘導を図る

●ポスター                  ●ポツプ

職器移植法が、

改正されます。
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●法改正クリアフアイル

鐵器移植法が、

LtA五されます。

●モ′ヽイルクリーナー

Japaa O―a……赫ポ

臓器移植法
(国及び地方公共団体の責務)
第3条 国及び地方公共団体は、移植医療について国民の理

解を深めるために必要な措置を講ずるよう努めなければならな
い。

改正臓器移植法で追加
(移植医療に関する啓発等)
第17条の2国及び地方公共団体は、国民があらゆる機会を通
じて移植医療に対する理解を深めることができるよう、移植術
に使用されるための臓器を死亡した後に提供する意思の有無

を運転免許証及び医療保険の被保険者証等に記載することが
できることとする等、移植医療に関する啓発及び知識の普及に

必要な施策を講ずるものとする。



"全国統一の一般向け普及啓発 ″

1.移植に関する正しい知識や権利の周知
→ 知らない方に不利益にならないような環境作り

2.臓器提供意思表示の促進
→ 本人意思の実現 (脳死臓器提供)に不可欠な
意思表示カードロシールの配布
インターネットを通じた臓器提供意思登録システムの運用

→ 被保険者証、運転免許証の意思表示欄への記載、
インターネットによる意思登録の促進

3.子ども達、学生への教育
→ 互いの意思が尊重できる家族と社会の成立
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移植の為に

2私は、心臓が停止した死後に限り、移植の■に■器を提供しま●.

3私は、日彗を提供しません。

(1又は 2を菫んだ方ヽ掟供したく●LIEIDがあれば、Xをつけてください0
【心口 "‐ 肝■・■■ 膵腱 」ヽ口 瞑球】

〔特E● :

薔名年 月 B:   年   月   日

辮本人
=名
(自筆):

象族署名 (自筆):

【様式見直しのポイント】

①改正法の趣旨を踏まえ、「臓器提供の意思表示を行う欄」を見直し、1から3のいずれかにOをつける形とする。

②「提供臓器の意思表示を行う欄」について、「提供したくない臓器にX」をつける形とする。

(分かりやすさの観点から、提供したくない臓器の欄を別途設け、提供意思に関する欄と分ける)

③「特記欄Jを設け、親族優先提供の意思や組織(皮膚、心臓弁、血管、骨など)提供の意思を自筆で記入できる

ようにする。(バンフレットに、脳死後に提供可能な臓器・心停止後に提供可能な臓器を明記する)

④臓器移植に関する情報に容易にアクセスできるようにするため、カードをバンフレットとあわせて醒布すること

とするとともに、カード本体には問い合わせ先を記載する。→カード付きリーフレット

Ne・・r・ ポ



平成22年度作成予定枚数:350万部

【設置先】約34,000カ 所

各椰道府県行政憲 口・ 保健所

正会員施設(移植施設、透析施設)

運転免許試験場・運転免許センター・免許の更新できる警察

コンビニエンスストア・スーパー(ローソン、セプンイレプン、イトーヨー
カドー、サティ、ジャスコ、マックス′`リュー、サークルKサンクス)など
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健康保険法施行規則等の
一部を改正する省令

道路交通法施行規則の
一部を改正する内閣府令

○家族署名欄あり(書式の変更不可 )

iF富仄:ド|

,韓′の 解 ,′■ 1,■ 3■1●摯 ●●●シ1   1

希

意思表示欄のある被保険者証・運転免許証に意思を表示するための資材

平成22年度作成予定枚数 :2,020万部

【配布先】

健保組合(意思表示欄がある被保険者証用に希望した健保組合に送付)

意思表示欄設置 :221企 業、協会けんぱ窓口設置

運転免許試験場、運転免許センター、免許の更新できる警察

当社団HPからもPDFデータがダウンロード可能
画像データや印用用のデータの支綸が可能
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意思表示欄がない被保険者証・運転免許証に意思を表示するための資材

平成22年度作成予定枚数 :500万部

【配布先】

健保組合(意思表示欄がない被保険者証用に希望した健保組合420企業に
送付)

運転免許試験場、運転免許センター、免許の更新できる警察

O画像データや印刷用のデータの支綸が可能
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*同意され′ユ 培ヽ合、親族優
先1星供の意図ま登録されませ
ん。

'^ィ ン́ ―:…  ',OFホ ームヘージ

11雉鶉醸畿慧懸轟錢

一一一
〇

〇

〇

※

'11婚
姻届枇 している方に限ります。

※注2養λ 養父母の場合、特別曇子絡細こ限ります。

霧 鑽

14



十釉鍼躾艤は難

菱纂優縫難翁壁盤繋Tる場畿.器濯意事項

:親族〈配偶著、子どま 父母)に移植希望登録れ ている方がヽ なヽい場合

=医学詢条件薇 さない場合(血波型が合わ4出 なヽど)
・観族優先11供の意患表示礼 ている方が自毅した場合

:※これらの場含ま、日本臓IE移植ネットワークなどこ登録されている方に1長供されます。

押 ρ
ん。

:暴 ,知,1

囀ン鐙賤咆蘊懸⑮炸

¨ 儀先脚 意思拠 ますか?
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この度は、騰器提供意思のこ登録ち りがとうこさいます。

仮登録が完了しました。

(D8木臓器移植ネットワー衝りう oO人 った登録カードを送付します。

登録カードかお手珀こ居いたら達やかこ署名年月日と署名を自筆で書き込み 本登録手綴ぎ(本 ,イ ト上の本登録画面に
IDとバスワードの入力)をiってくだ&ヽ 。振登録後,年以内に本登録筍 わない場合には 仮登録内容は浄l除されます。
仮登録の1犬態0さ 有効な意鮭 t,て認められません。

仮登欺 稜え)を印廟して署名すれ ,手、意思表示カートとして有効です.
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秦'餞蜆内轟誓慈態鸞

■1砕
=ゴこの度は、変更手続きあ りがとうごさいます。

変更旗 7しました。

氏名、意思表示内征 変更があった力こは、(社)日本臓器移植ネットワークわち内容を変更した登録カードを送れ ます。
なお、変更完了メールが送信されますが、しまらくして擁 かない方は、当熙υたメールアトレスがP.3違っていますので、再
度ログインして壺質鶏 きを行ってください。
|※携帯電話で登録の際0ドメイン押臓解餘硫 腰軋ヽ
ドメイン椰眠勾解除υていないと、登録確認メールが受信できません。登録確認メールな 信したい力意、お手数ですが必
ずドメイン制限の解除魯 層魚しヽます。

登銭、変更、椰l除は、すべてご本人の責任においてご自身で行っていただきます。氏名く場Qこよる姓の変更等)、 住所な
どの個味情報が適正に変更されてい

`燕

場ヽ合には、臓器授供の際の本人息患の確姦 でヽきなく′

"Jま

す。変更があった
と劇こは、速や力ヽこ変更手続きを行ってください。

率壼織を印駒して尊名す驚ば、意思表示カートとして有効です.

I122.1.17～

O親族優先の登録

H22.7.17～

015歳未満の提供しない意思
の登録

O旧意思表示から新しい内容
への変更

“

コ堕■ロト DJ0001000100q

l靱
亜 は 燿
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A4版 36ペーン 4C

第1章 法改正で変わる移植医療
第2章 移植医療の基礎知識
グリーンリボンキャンペーン
参考資料 :法律・施行規則・ガイドライ:
移植医療に関するQ&A集

ホームページにデータ掲載予定

7月 下旬 支部・正会員に配布

8月 下旬 行政。バンク必要数配布

… ポ

中学生および一般の方向け小冊子 A5版 8ページ

○推進月間を中心に30万部配布

○厚生労働省と文部科学省
通じて全国の中学3年生
160万人に配布 (H17年～)



【シリーズ合本 Ev●Ll-10】
Vdl-10の手記を1冊にまとめて、
臓器提供ご家族、移植経験者の
手記などカテゴリー別に編集
しなおしています。

【v● :12】

臓署移植を希望してドイッに渡航し、
移植を受けられないまま亡くなられ、
臓器を提供した男児のご家族の手記。

【v● L13】 7月末発送予定
医学生である息子さんの腎提
供を経験したご家族の手記

… ポ

轟

大

そ

切

サ

つ。

な人と。
移植医療を応援する

グリーンリボンキャンペーン



関根麻里さん

2002年意思表示

日本で免許を取得したときに臓器提供意思表示カードを入手し、
記入。所持している。

海外留学の経験もあり、家族や友人と意見を交換することが大切
であることを感じている。

家族とも仲がよいことが有名で「家族で話そう」と呼びかけます。

ご本人のエビソードに基づき、移植医療について語つてもらうこと
で、共感性・理解を高める。
2010年 7月 より2011年 6月までメッセンジヤーとして、ポスター、4分
CM、 30秒cMで登場。

轟

・改正臓器移植法対応版グリーンリボン検定
口全国キャンペーンレポート ・モバイルサイトの新設→意思登録の促進

話 そう
"

大 切な人と。

脩



行政との連携

・厚生労働省との普及啓発
・文部科学省の協力による
全国中学3年生への小冊子

配布
・被保険者証、運転免許証ヘ

の意思表示の促進

企業・団体による支援

・企業によるキャンペーン
・企業の社員啓発、社会貢献活動
・組合健康保険・協会けんぼ被保

険者証への意思表示の取組み
・移植施設、透析施設でのカード

設置
・患者団体との啓発活動

地域での取 り組み 椰道府県・腎バンク・部道府県Ca

・都道府県庁、市区町村役場、保健所等でのカード設置
・オリジナルカードの作成・配布
・成人式でのカード配布  ・地域イベントの開催
・都道府県Coによる学校等への講演および啓発活動

地域に親しまれる柄のカード配布 → 移植医療への理解と意思表示の促進
<今後の作成について>
・新しい内容への変更 。表紙記載項目の追加 ・リーフレット添付配布



改正臓器移植法説″分
|                          |

2θfθ tt Z〃 アθβ

臓器の移植に関する法律の一部を改正する法律を遵守した

実際の臓器提供の流れ

小中 節子

社団法人日本臓器移植ネットワーク

rra″ψra″
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わが国で

>11289例の′ぃ呻停止下腎臓提供より2,374名 のレシ
| ピエントにントに移植された(2010年 6月 末現在 )。
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（憚罫ｍｏめЩＯせヽ経眸）

【市蝶】榊騒則馴繹製総昨量

（題国製ミト壼゛晏哨期邸後択製慕拘晰期赳―）

懇榊懸網醸

罫時・製ｅ中

朧響押ぼ

投罪ぼ翌Ｅ嶼

ヨ埋器量卜ぼ翌



臓器提供施設と脳死
口脳死下臓器提供可能施設と院内体制

(1)4類型
①大学附属病院
②日本救急医学会指導医指定施設
③日本脳神経外科学会A項訓練施設
④救命救急センター
⑤日本小児総合医療施設協議会の会員施設

判定

(2)脳死下での臓器提供が院内の倫理委員会等で承認されている

(3)脳死判定を行う体制がある(′ lヽ児科専門医)

(4)児童からの臓器提供を行う体制がある

臓器提供の流れ

1 主治医からNWへ連絡 コーディネーターが
連絡受信

ドナー・

フリーダイヤル

0120-22-0149

(24時間対応 )

コーディネーター派遣

家族の脳死の理解
状況等を踏まえ

臓器提供の機会、Coの説
明があることを告げる

(警察へ連絡) 家族が説明を聞くことを希望

Nm,■
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①ドナー(候補者)に関する主治医等への確認

○原疾患の確認

・原疾患が自殺ではない: 親族に優先提供できる

〇年齢の確認

・18歳未満である  : 虐待の疑いが否定されている
・20歳未満である  : 父母それぞれの意向を確認する

Japα″ arga″  rra″ψra″ r ソva"ゅ′ι

０
０



脳死判定及び臓器
提供に関する家族の承諾

採血 (感染症等検査等)

:6時間 (6歳未満は24時間)

法的脳死判定 (第 2回 )

3

□3 正常、植物状鮭、日死の層波

正常      饉物状饉      田死

脳死臓器提供の流れ

法的脳死半1定 (第 1回 )

死亡時刻 :2回日の脳死判定終了時刻

臓器提供の流れ 4
承諾書・ 及び

親族関係確認書作成
(ドナー発生側支部)

レシピエント意思確認
(腎は親族優先レシピエント側支部 )

レシピエント決定
臓器搬送手段の手配



意思確認状況および臓器搬送の立案

:議鋭|み■
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具体的手順 5

病   院

摘出チーム派遣
___       /   _

臓器評価  ‖
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脳死下臓器提供流れと平均所要時間

臨床的脳死診断終了―

摘出手術終了退室

45時間33分

3時間00分

5時間27分

5時間26分

3時間52分

2時間49分

6時間31分

2時間17分

1時間10分

12時間58分

臨床的脳死診断終了

第一報受信

Coによる家族への説明

家族の承諾 (承諾書受領)

第1回法的脳死判定開始

第 1回法的脳死判定終了

第2回法的脳死判定開始

第2回法的脳死判定終了

摘出手術開始

大動脈遮断

摘出手術終了退室
2時間12分

(直近10例中1件のみ )
JcPaa θ電口

" itttrar′
ブvmp,′た

病院記者会見

情報公開に関する説明

情報公開項ロロ内容の確認



臓器移植対策担当者会議

″ 年 ′万 ″β

社団法人日本臓器移植ネットワーク

芦刈淳太郎

'ト

 コーディネーターの役:害1
0コーディネーター (臓器移植連絡調整者 )設置
―社団法人日本臓器移植ネットワーク

ー都道府県臓器移植連絡調整者設置事業
(平成15年3月 20日 厚生労働省通達 健臓発第0320001号 )

・ 業務内容

一日常業務
・ 地域住民の臓器提供・臓器移植に関する理解を深める

・臓器提供に協力いただく施設等を定期的に巡回し、連携体
制を整備する



脳死下臓器提供の流れ
J釘 |―|

"・ 虐待の畳塾がないことの確認(18歳未満)

器質的障害により深昏睡、自発呼吸Jムを来たし、
".原疾患の確実な診断及び適切な治療を行つた事例
深昏睡、重ュIL散大,固定、脳幹反射、平坦脳波を確認

".臓器提供
の機会があること、承諾手続きはCol_ょ登

説明があることを口頭又は書面により告げる
説明の承諾力ぐあった場合にネットワークに連絡

"・ 臓器提供及び脳死判定を拒否する意思がないことの確認
特に父母それぞれの意向を慎重かつ丁寧に把握 (20歳未満 )

".坐墾墜□目鮨聾豊生(生後12週以上6歳未満)
判定間隔24時間以上、直腸温35度以上、収縮期血圧

臓器搬送

脳死下臓器提供の業務分担と時間 J

搬送終了まで |

CO:コーディネーター 情報 :情報管理者
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①項事き説
　
　
謝

雑　　　口
こ

躁

鋼

JOT■「

説明に当たつては、脳死判定を行うこと及び臓器を摘出することに関する家族の承
諾の任意性の担保に配虚し、承諾を強要するような言動があってはならず、説明

鯖 喜票鷲 ダ隷 貫鼈 塚舞鑑 猛 R3鶏 経 維 :家

<運用に関する指針第3>

(略 )代表となるべきものにおいて、前記の「遺族」の総意を取りまとめるものとする
こと(略 )。

拳 =2コ2基杢姿勢

家族の承諾の任意性を担保する

承諾においては、家族の総意を確認する

ゝ家族説涎衆装装凄同鍵釜事事項②餅懇|                        
.`

塗
父母それぞれの意向を慎重かつ丁寧に把握し確認する

電筈粉(欝早潔墜見班亀墓易l撃亀轟留呪暉懸惑鰹堪銭編はない

<運用に関する指針第3>
「遺族」の範囲については、一般的、類型的に決まるものではなく、死亡した者の近親者の
中から、個々の事案に即し、慣習や家族構成等に応じて判断すべきものであるが、原則とし

屋盟輩話当景爆詔甕場癬鵠薔底髯よメlまれ■鶏菖彎
3駿覗奪ξ雹 鍵層覇齢手曹雪望

ら`臓器提側こ対する異論が出された場合には、そ

饉 岩 芦
出 襲 雲 嘩 輿 呻 興 韓



家族説明で特に注意すべき事項③
(拒否の意思の確認 )

確認

「

ヽま̈

承諾を得る家族 (原則として、配偶者、子、父母、孫、祖父母及び同居の親族)

壁認_オベき事項
①運転免許証や健康保険証の裏面の意思表示欄・意思表示シール
②財布、手帳などの中の意思表示カードや臓器提供意思の記載
③家族からの聞き取り(書面や口頭による本人の何らかの拒否の意思)

<運用に関する指針第1>

臓器を提供する意思がないこと又は法に基づく1歯死判定に従う意思がないことの
表示については、法の解釈上、書面によらないものであっても有効であること。(中
略)年齢に関わらず、臓器を提供する意思がないことを表示した者からの臓器摘出
及び法に基づく1歯死判定に従う意思がないことを表示した者に対する法に基づく1闘
死判定は行わないこと。

、こ畜翼鵡駿雇る(訴T)JOTキ
する指針第1>

意思表示力ヾ困難とな誘著の有無を確言忍
①家族からの聞き取り
②診療録等より既往歴、現病歴の確認
→主治医の判断を仰ぐ

知的障害者等の臓器提供に関する有効な意思表示が困難となる障
害を有する者であることが判明した場合においては、年齢に関わら
ず、当面、その者からの臓器摘出は見合わせること。



提供者の年齢による取り扱い

虐待の徴候の有無について確認し、疑いがある場合の摘出は見合わせる

提供しない意思がある場合の摘出は行わない
脳死判定に従わない意思がある場合の判定は行わない

特に父母それぞれめ意向を慎重かつT寧に把握する

65+(年齢 X2)mmHg以 上

家族対応、グリーフケア   J(汁‐藝

・ ノ脇 響 獲 ン 引 競 競 ″ 、 お 見 送 分 で

―脳死判定の立ち会いの確認
―情報公開の確認
―看取りの環境整備、院内待機への配慮 (関係者と連
携 )

。
臓 器 提 角 絃

“

艮 期 的 な 家 族 対 応

―移植者の経過報告
―厚生労働大臣感謝状の持参
―レシピエントからの手紙 (サンクスレター)の持参口郵送



<運用に関する指針第4>

漬拒芋:翌「
した者の身体からの臓器提供については、当面、次のいずれの条件をも満たす施設に

1(略 )倫理委員会等の委員会で臓器提供に関して承認が行われていること。
2適正な脳死判定を行う体制があること。
3(略 )高度の医療を行う次のいずれかの施設であること。
大学附属病院、日本救急医学会の指導医指定施設、日本脳神経外科学会の専門医割1練施設(A項 )、
救命救急センターとして認定された施設、日本小児総合医療施設協議会の会員施設

<運用に関する指針第5>
脳死・心臓死の区別にかかわらず、児童(18歳未満の者(略 ))からの臓器提供については、以下のと
おり(略 )。

1児童からの臓器提供を行う施設に必要な体制
次のいずれも満たしていること。

(1)手 の虐待を受けた児童への対応のために必要な膿内体制が整備壺担工量壺こと。

(2)児童虐待の対応に関するマニュアル等が整備されていること。(略 )

臓器提供施設の体制整備

脳死下臓器提供施設 (5類型施設)及び心停止下臓器提供施設

①マニュアルの作成・見直し(児童からの臓器提供を行う体制)

②勉強会口説明会等の実施

③シミュレーションの実施 など

→鞘 ′で院内″議ll整{薦|こ力ヽかる費用の一託鰤_F7虜

(臓器提供推進連携事業)

０
０



ヽ

白
Ч
Д

まとめ

脳死下臓器提供において、複数のコーディネーターで業

務分担・連携し、業務遂行している。

改正法施行に伴い、特に家族への説明と承諾手続きに

関して、留意すべき点がある(任意性の担保、遺族(家族)の

範囲、拒否の意思の確認、意思表示が困難となる障害の確認)。

改正法施行に伴い、脳死下及び心停止下臓器提供施設

の体制整備を行う必要がある(マニュアル(児童からの臓器

提供)、 勉強会口説明会、シミュレーションなど)。

ｎ
Ｊ



臓器移植対策担当者会議

別 冊 資 料

平成22年 7月 13日 (火 )

厚生労働省健康局疾病対策課

臓器移植対策室
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平成 21年度厚生労働科学研究費補助金 (厚生労働科学特別研究
事業)「′Jヽ児の脳死判定及び臓器提供等に関する調査研究」(抄 )

臓器の移植に関する法律第 6条第2項に規定する脳死した者の

身体の取扱い等について (平成22年 7月 9日  警察庁刑事局長、

口 資 料 1

警察庁交通局長通知 )・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  資 料 2

3 「臓器の移植に関する法律」の運用に関する指針 (ガイ ドライン)
の改正について (平成22年 6月 25日  厚生労働省雇用均等・児童
家庭局総務課虐待防止対策室事務連絡 )・ 0・ 0・ ・・・・・・・  資 料 3

4 臓器提供施設の体制整備状況に関する調査について (案 )・ ・ 0・  資 料 4

5 改正法の施行に伴 う省令及び通知 (平成22年 6月 25日付 )
の一覧・・・ 口・ 0・ ・ “・・ 口・・ 00・ ・ 口・・・・・・・・  資 料 5



資 料 1

平成 21年度厚生労働科学研究費補助金 (厚生労働科学特別研究事業)

「小児の脳死判定及び臓器提供等に関する調査研究」

(抄 )

「臓器の移植に関する法律」の運用に関する指針 (ガイ ドライン)

第 8 臓器摘出に係る脳死判定に関する事項
1 脳死判定の方法
法に規定する脳死判定の具体的な方法については、施行規則において定め

られているところであるが、さらに個々の検査の手法については、「法的脳

死判定マニュアル」 (厚生科学研究費特別研究事業「脳死判定手順に関する

研究班」平成 11年度報告書)に準拠して行うこと。
ただし、脳幹反射消失の確認のうち、鼓1莫損傷がある症例における前庭

反射の確認については年齢にかかわらず、平坦脳波の確認における基本条件

等及び無呼吸テス トの基本条件等については 6歳未満の者の場合において、
「小児の脳死判定及び臓器提供等に関する調査研究」(平成 21年度厚生労
働科学研究費補助金 (厚生労働科学特別研究事業)報告書)の Iの 4の 3)、

4)及び5)の (2)並びに別資料 2の Iの 2及びⅡの 2に準拠 して行うこ
と。



H.6歳未満の小児脳死判定基準の検討

4.囃 目

3)脳幹反射の消失
「前庭反射の消失」については、実際には鼓膜損傷があつても検査が可能である。このため従来

の成人用マニュアルの一部を、以下のように修正ないし追加すべきである OJ資料2 水日の報告
を参照)。

(1) 耳鏡により両側の外耳道に異物のないことを確認する。
(2) 氷水の注入量は6歳未満の予L幼児では25劇 とする
(3)一側の試験終了後 5分以上の間隔をおいてから、他側の試験に移る。
「毛様脊髄反射の消失」について、同反射の月醗 FJ定における意義を疑問視する見解もあるベ

今回あえて削除はしない。
「脊髄反射はあつてもよい」と小り謝影畔J定基準 (2000年、表1.)には記載さヤ■ている力ヽ 現行

の基準に揃え記載することとする。

4)脳波活動の消失
原則はJヽ児脳死)1判定基準 (2000年)の とおりでよい。

脳波検査の実際について、働齢k満の平L幼児に対しては、従来の成人用マニュアルの一部を以下

のように修正ないし追加すべきである OJ資料2を参照)。

(1)「電極間『酬 [」 は7cln以 _上 仔断 lでは5cm以上)が望ましい。
(2) 明肖波計の感度」について、2μV/mm以上、時定数0.3の記録を脳波検査中に必Й
う。デジタル脳波計でアーチファクトの鑑別力ヽ困難な場合、部分的にローカットフィルターを

0.引セ に設定した記録を考慮して良い。

(3) 「ボディーアース」に関しては、電極を患者に装着し、電極ボックスのアースに差し込
む。電極の位置は頭部 (前額部)または鎖骨部付近が望ましいとされている。
(4) 墜ヨ極の装着」に関しては、皿電極を用いることが望ましい。皿電極の場合、可能であ
ればコロジォン固定を考慮する。

(5) 悔 の条件」に関しては、心電図の同時計測は必須。叩及曲線の記録が望ましい。可
能であれば限球運動、順部筋電ぼ!も記録するとよい。



5)自発呼吸の消失

(2)小児の脳死判定基準の無呼吸テスト
2000年に作成された小児における脳死判定基準うと2007年、2009年の再検討報告書の内

容 70を とりあげて議論した。

テスト開始前の準備は現行と同様に、モニター類では、心拍数k血圧、パルスオキシメータによ

る動脈血酸素飽和度モニター (SpOり 、動脈血ガス狐 ′L電図とする。筋弛緩薬および鎮静

麻酔薬の残存効果のないことの再確認には筋弛緩モニター、血中濃度測定が望ましい力ヽ できない

ときには十分な時間をおく必要がある。

無呼吸テストを行う前の望ましい条件 嚇温35°C以上、Pa02は200-g以上 Pa C02は 35
～45m□直υは妥当と考える。
無呼吸テストの方法も変更はなく、あらかじめ10分間以上100%酸索で人工換気により脱窒款

人工呼吸器を切り離して■ぜ―スでの100%酸素投与 (6 ymin)に切り替えて、呼吸の有無を確認

する。そのほか、諸外国で行われている、人工呼吸器を接続したまま行う方法、あるいは気管チュ

ーブにカテーテルを挿入して酸素を流す方法 (吹送法)もある力ヽ いずれにおいても、それぞれの

方法の利点、欠点を熟知したものが行う必要がある。

結果の判定においては、

① 目視による観察と胸部聴診 (聴診器の接触で誘発される脊髄反射に注意)で判定すること、
② 目標Pa C02レベルを60耐 g以上とすること、に変更はない。
Pa C02の上昇速度は患者およびその状態によって予測できない。そのため経時的な血液ガス分析が

必須であるカミ動脈血採血をテスト開始後5分と定めるよりは、3～ 5分頃に行うこととし́、以後

の融 間を予測するのが実際的であると考える。

③ 観察終了はPa co2が 601-Hg以上になった時点とし、その時点まで甲及が観察されない場
合は、自発呼吸消失、すなわちテストの結果は陽性と判定する。
ここで最も問題になる点は、呼吸中枢を刺激するPa C02闘値をどう考えるかである。これまで、
適切なPa C02レベルについては議論されてきた経緯があり、Pa co2が 60 mmHgでは不十分とす
る考えがある力ヽ いずれも症例報告で9。 11呟 l■ 1998年以降新たな報告は見当たらない。世界的
にみても小児でも成人と同じ値 (60耐υでよいとする報告が支配的で、これを考慮して、厚生
省研究班はPa C02を 601MIgと決めたと考えられるEEt WlidickSによる80か国の収集資料
では、一定Pa C02レベルを要求している国は39カ国で、Pa C02は成人と同様60-8で ある
1■

現時点で脳死判定においてPa C02を 60mmHgでは不十分として、さらに高い値に変更する科学
的根拠はどこにもないと言わぎるをえない。本研究班でもエビデンスがない状態でこの値を変更す
るのは妥当でないとの結論に達した。厚生省研究班の報告でも考察されているように48ヽ 特に後頭
蓋寓の病変を有する小児や、二次性病変では、さらなる症例の蓄積が必要かもしれないカミ今後小
児脳障害患者の呼吸中枢のPa C02に対する反応の研究結果が出ない限り、あるいは無叩及テストの
代わりになるような補完検査が確立されない限り、小児脳死臓器移植は不可能となり、不毛の議論
に終わる。結論として小児用脳西判定基準 (2000年)の 「後頭蓋寓病変では知見の集積か望まれる」
とする記載は、法的脳死判定を実際に施行するにあたり、削除することとした。



月li質米斗2.

小児法的脳死判定マニュアルに関する検討
東京大学大学院医学系研究科発達医科学 水口 雅

I.前庭反射 (力ロリックテスト)

2.マニュアルの修正点
1)耳鏡による観察
従来の成人用マニュアルには「耳鏡により両側の鼓膜に損傷のないことを確認する」と記載

されている。しかし実際には、鼓膜に損傷があつても、検査は可能である。安全面でも、滅菌生理

食塩水を用いれば問題はない。なお鼓膜損傷がある場合の対応法は、すでに厚生省厚生科学研究費

特別研究事業「月漸 F判定上の疑義解釈に関する研究班」平成 11年度報告書「脳鷲判定上の疑義解

施 で示されているの。

むしろ外耳道に耳垢その他の異物があつて、氷水が鼓膜に達するのを妨げること力平駆 である。上

記の記載は「耳鏡により両側の外耳道に異物のないことを確認する」と修正すべきである。なお、

このことは小児・成人を問わない。

2)氷水の注入量 '
反射を誘発する目的からは、注入量が多すぎることに問題はない。しかし成人用マニュアルに記

載された 501」 は、6歳未満の乳幼児には多過ぎる。新しい小児用マニュアルでは 251」 程度にす
べきであろう。

3)両1員Jの試験の時間間隔
脳死判定においては、Jlサの前庭反射を検査した後、他側の

'倹
査に移る。このとき、一¶Jの耳が

体温に復するのを待ってから、他(11」を検査すべきである。両側に冷刺激を同時に力‖えると、互いに

うち消し合う危険性があるからである。しかし従来の成人用マニュアルには、2つの検査の時間間

隔に関する記載がない。「―報Jの試験終了後、5分以上の間隔をおいてから、他側の試験に移る」
との記載を追加すべきである。なお、このことは小児・成人を問わない。



li. 1閣力国じ題墾

2.マニュアルの修正点

1)電極間間隔
従来の成人用マニュアルには

「
電極間距離は7crn以上が望ましい」と記載されている。乳児の

頭囲を考慮して 「7cln以上 仔肌 では5cm以Jが 望ましい」と追記するのが良いと考えられる。
2)脳波計の感度
「2μⅥ価田以上、時定知 。3の記録を脳波検査中に必ず行う。デジタタL/1当波計でアーチファク

トの鑑別が困難な場合、部分的にローカットフィルターを0.51セに設定した記録を考慮して良い」

と追記すると良い。」と改めるのが良い。J州 脳死判定基準(2000年 )との整合性、およびデジ
タル脳波計が普及した事実に鑑みた。

3)ボディーアース
成人用マニュアルにおける「電気メスの対極板を患者に装置し、電極ボックスのアースに差し込

む。 (あ らかじめ電極ボックスヘ差し込むための接続コードを作成しておく)」 という記載を、

喧極を患者に装置し、電極ボックスのアースに差し込む。 (電極の位置は頭部 (前額部)または

鎖骨部付近が望ましいとされている)」 に改めるのが良いと考えられる。

4)電極の装着
成人用マニュアルにおける「皿電極を用いることが望ましいカミ針電極を用いても差し支えない。

皿動 の場合、コロジオン固定が望ましい。」との記載を「皿電極を用いることが望ましい。皿電

極の場合、可能であればコロジオン固定を考慮する。」に改めるのが良いと考えられる。小児に針

電極を用いるケースはほとんどないこと、また子L幼児の皮膚が剥脱しやすいことを考慮した。

5)検査の条件
成人用マニュアルにおける「心電図の同時計測は必須。」という記載の後に、「呼吸曲線の記録

が望ましい。 (可能であれば眼球運動、順部筋電図も記録するとよい)」 と追記するのが良いと考

えられる。
「四肢の筋電図、体動及び人が近づくことによる静電誘導などによるアーチファクトの鑑別」に

関する「6～7crn間隔で手背においた電極から電気現象を同時記録する。」との記載は削除する

のが良いと考えられる。乳幼児の手力測 さヽいことに鑑みた。

4



資 料 2

各 地 方 機 関 の 長 警察庁丙刑企発第 69号

丙捜一発第 126号

丙交指発第 26号

平 成 22年 7月 9日

警 察 庁 刑 事 局 長

警 察 庁 交 通 局 長

各 都 道 府 県 警 察 の長

(参考送付先)

庁 内 各 局 部 課 長

各 附 属 機 関 の 長

臓器の移植に関する法律第 6条第 2項に規定する脳死した者の身体の取扱
い等について

平成21年 7月 13日 、第171回国会におぃて、本人意思が不明な場合に、家族の

書面による承諾により脳死判定・臓器摘出を可能とすること等を内容とする、臓

器の移植に関する法律の一部を改正する法律 (平成21年法律第83号。以下「改正

法」 とい う。)が成立し、一部の規定を除き、平成22年 7月 17日 から施行される
こととなった。改正法による改正後の臓器の移植に関する法律 (平成 9年法律第

104号。以下「法」という。)第 6条第 2項に規定する脳死した者の身体に対する

取扱い等については、下記のとおりであるので、各位にあってはその運用に誤り

のないようにされたい。

なお、本通達の内容については、当庁において関係省庁と協議済みであるので、

念のため申し添える。

また、「臓器の移植に関する法律第 6条第 2項に規定する脳死した者の身体の

取扱いについて」 (平成 9年 10月 9日 付け警察庁丙刑企発第76号、丙捜一発第31

号、丙交指発第36号)は、平成22年 7月 16日 をもつて廃止する。

口己

1 警察における取扱対象としての死体の範囲
法においては、脳死した者の身体 (法第 6条第 2項の判定がなされた者の身

体をいう。以下同じ。)を死体に含めることとされていることから (法第 6条

第 1項 )、 警察としては、心臓の停止を中心に考える三徴候 (①呼吸の停止、

②心拍の停止、③瞳孔の散大と対光反射の消失)による死の判定がなされた死

体に加え、脳死した者の身体を死体として取り扱うこと。

殿



検視、実況見分、検証、死体見分 (死体取扱規則第 4条に基づき行われる死

体の見分をい う。)、 鑑定処分許可状を得て行われる解剖 (以下「司法解音J」 と

い う。)等の死体に対する警察活動 (以下 「検視等」という。)は、このことを
踏まえて行 うこと。

2 脳死した者の身体に対する適正な取扱い

法においては、医師は、移植のために死体から臓器を摘出しようとする場合

において当該死体について検視等の犯罪捜査に関する手続が行われるときは、

当該手続が終了 した後でなければ臓器を摘出してはならないこととされ (法第

7条 )、 犯罪捜査に関する活動が臓器の摘出に優先することとされている。
この/Ln旨 を踏まえ、脳死 した者の身体に対して検視等を行 うに際 しては、臓

器移植の円滑な実施に配意する必要はあるものの、これにより検視等を十分に

行 うことなく、犯罪を見逃すことがないよう、適正な死体取扱いに努めること。

3 脳死した者の身体の取扱要領
警察としては、脳死した者の身体に対する検視等に際しては、臓器移植の円

滑な実施に配意 しつつ、検視等を迅速かつ適正に行うため、医師、医療機関等

と連携 し、下記の措置を採ること。

(1)検視等の準備

警察が医師から法第 6条第 2項の判定 (以下「脳死判定」という。)に係
る連絡を受けた場合において、脳死 した者の身体に対する検視等を行 うZ、要

がある場合にあっては、その旨を医師に連絡し、脳死判定後速やかに検視等

が実施できるよう、脳死判定前に必要な調査又は捜査を行 うとともに、必要

に応 じ脳死判定前に医療機関に臨場 して検視等に必要な体制を確保するなど

脳死判定後速やかに検視等を開始できる措置を講ずること。

あわせて、あらかじめ、医師に対 し、脳死判定日時等のi_t絡を求めるとと

もに、検視等の場所 (警察官等が待機する場所を含む。)の提供、医師の立

会い、補助その他の協力を要請しておくこと。

(2)検視等の開始時期

脳死 した者の身体に対する検視等は、脳死判定後速やかに開始すること

(「脳死 した者」の死亡 日時は脳死判定 同時となるが、これは臓器の移植に

関する法律施行規則 (平成 9年厚生省令第78号 )第 2条第 2項に規定する2



回目の確認時とされている (別添 5「「臓器の移植に関する法律」の運用に

関する指針 (ガイ ドライン)」 (平成 9年 10月 8日 付け健医発第1329号別紙)

参照 )。 以下 「指針」 という。)。 ただし、司法解剖にあっては、心臓停止後

に行 うこと。

なお、脳死した者の身体に対する検視等に際 しては、必ず医師から、本人

が脳死判定に従 う意思を書面により表示 している場合においては当該書面、

臓器を提供する意思を書面により表示している場合においては当該書面、家

族が脳死判定を行 うこと及び臓器を摘出することを拒まないこと又は承諾す

ることを記載 した脳死判定承諾書及び臓器摘出承諾書、医師による法第 6条

第 5項に規定する判定が的確に行われたことを証する書面、死亡診断書等を

確認するとともに、その各写しの交付を求め、脳死判定及び死亡の事実を確

認すること。

(3)刑事調査官の臨場

月肖死 した者の身体に対する検視等に際しては、「的確な検視業務を行 うた

めの体制整備について」 (平成12年 12月 5日 付け警察庁丙捜一発第31号)に

規定する刑事調査官が臨場すること。

(4)医師の立会い、補助

脳死した者の身体に対する検視等に際しては、医師 (当該脳死した者の身

体から臓器を摘出し、又は当該臓器を使用した移植術を行うこととなる医師

を除く。)の立会い、補助その他の必要な協力を得てこれを行うこと。

(5)司法解剖要否の判断    
｀

司法解剖については、遺族感情からも、あるいは技術的な面からも心臓の

停止を待って行わざるを得ず、また、司法解剖と同時に臓器の摘出を行うこ

とはできないことから (法第 7条 )、 これを行うこととした場合、脳死段階

での臓器摘出ができなくなるので、その要否の判断は迅速かつ的確に行うよ

う努めること。

なお、司法解割を行う場合には、速やかに医師にその旨の連絡をするとと

もに、当該解剖の対象となる者の心臓が停止した時′点での連絡を要請してお

くこと。

(6)終了時の措置

検視等の犯罪捜査に関する手続が終了した旨の医師への連絡 (指針の第12

の 5の 「手続が終了した旨の連絡」をいう。)については、刑事調査官が行

3



うこと。

(7)検察官との連携

警察署長は、犯罪捜査に関する活動に支障を生ずることなく臓器の移植が

円滑に実施されるよう、脳死判定に係る医師からの連絡を受けた場合には速

やかにその旨を検察官に連絡するなど、検察官と相互に協力すること。

(8)脳死した者の身体から臓器摘出が行われない場合の措置
脳死半‖定が行われても移植のための臓器摘出が行われないことが判明した

場合は、心臓の停止を待って検視等の手続を行うこと。

4 医師、医療機関との連携
医師、医療機関に対し、あらかじめ医師の協力、検視等の場所の提供等脳死

した者の身体に対・して行う検視等に支障が生ずることがないようにするために

必要な事項について説明するととt)に、平素から医療機関と緊密な連絡体制を

確立するよう努めること。

また、虐待が行われた疑いがある児童 (18歳未満の者をいう。以下同じ。)

が月肖死・心臓死の区別にかかわらず死亡し、司法解剖を行うなど捜査の必要性
が判断されたときは、速やかに医師に対し、当該死体から臓器の摘出はできな
い旨を連絡すること (虐待が行われた疑いがある児童が死亡した場合には、臓

器の摘出は行わないこととされている (指針の第 5参照)。 )。

5 刑事部門と交通部門の連携
月図死した者の身体に対する検視等については、Tll事部門と交通部門とは緊密

に連携し、刑事調査官の適切な運用に努めるとともに、医師、医療機関との連
そ ご

絡等に離館が生じないよう刑事部門及び交通部門において所要の体制 (両部門

の連携体制を含む。)を整備すること。

6 都道府県警察間の協力
脳死判定の対象者がその原因となった事案の発生地から極めて遠 く離れた医

療機関に収容されたことにより、調査又は捜査を行う場所と脳死した者の身体

に対する検視等を行 う場所 とが複数の都道府県間にまたがることとなる場合に

は、関係都道府県警察は、緊密に連携 し、必要な措置を採ること。
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7 警察庁への報告

各都道府県警察にあつては、脳死判定が行われる事案を認知した場合には、

所管に応じ警察庁刑事局捜査第一課長 (刑事事件関係)又は交通局交通指導課
長 (交通事故関係)及び管区警察局主管部長あてに速報するとともに、警察庁

刑事局刑事企画課長あてに速報すること。



添付資料一覧

別添 1「臓器の移植に関する法律」 (平成 9年法律第104号 )

別l添 2「 lla器の移植に関する法律附則第H条第 1項の法律を定める政令」

(平成 9年政令第311号 )

別添 3「臓器の移植に関する法律施行規則」 (平成 9年厚生省令第78号 )

別添 4「「臓器の移植に関する法律」の運用に関する指針 (ガイ ドライン)の一

部改正について (通知)」 (平成22年 6月 25日 付け健発0625第 2号 )

別添 5「「臓器の移植に関する法律」め運用に関する指針 (ガイ ドライン)」

(平成 9年 10月 8日 付け健医発第1329号別紙 )

別添 6「臓器移植 と検視その他の犯罪捜査に関する手続との関係等について」

(平成22年 6月 25日 付け健疾発0625第 1号 )

別添 7「改正後の臓器の移植に関する法律第 6条第 2項に規定する「脳死した者

の身体」に対 して行 う検視その他の犯罪捜査に関する手続等について (依

命通達)」 (平成22年 7月 9日 付け最高検刑第 172号 )
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事 務 連 絡

平成 22年 6月 25日

児童福祉主管部 (局) 御中

厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課

虐待防止対策室

「臓器の移植に関する法律」の運用に関する指針 (ガイ ドライン)の改正について

臓器の移植に関する法律の一部を改正する法律 (平成 21年法律第 83号)力 本`年 7月
17日 に施行されることに伴い、今般、「臓器の移植に関する法律」の運用に関する指針

(ガイ ドライン)が改正され、それに伴い、「臓器の移植に関する法律」の運用に関する

指針 (ガイ ドライン)における虐待を受けた児童への対応等に関する事項に係る留意事項
について」が別添のとおり、平成 22年 6月 25日 付健臓発0625第 2号により、厚生労働
省健康局疾病対策課臓器移植対策室長より各都道府県、指定都市及び中核市の衛生主管部

(局)長あて通知されました。

当該通知においては、臓器提供施設の患者である児童について、虐待が行われた疑いが

あるかどうかを的確に確認できるよう、日頃から児童相談所等の関係機関と連携を図ると

ともに、地方自治体等が実施する児童虐待防止対策に係る研修に職員が積極的に参加する

等により、児童虐待への対応に当たる者の資質の向上に努めることとされています。

当室としても、医療機関である臓器提供施設が児童相談所等と連携し、また、当該施設

に所属する職員が児童虐待防上に関する研修の受講等によりその知見を増やすことは児童

虐待防止対策として有用であると考えますので、臓器提供施設等の医療機関が参加可能な

児童虐待防止対策に関する研修等の実施にご配慮いただくとともに、当該研修の実施につ

いて、貴衛生主管部 (局 )も通じて周知する等により、臓器提供施設等の職員が研修等へ′

参加しやすくなるよう努めていただきますようお願いいたします。

つきましては、管内市町村並びに関係機関等への周知についてご配慮をお願いします。



資 、料 4

未 定 稿

臓器提供施設の体制整備状況に関する調査について (案 )

1.目 的について

本調査は、現在、脳死下での臓器提供を行いうる施設における体制整備の状
況を明らかにし、今後の臓器移植に係る行政の基礎資料とするために行うもの

です。

2.対象について
救急医療等の関連分野において高度の医療を行 う、全国の大学附属病院、日

本救急医学会の指導医指定施設、日本脳神経外科学会の専門医訓練施設 (A項 )
に該当する施設、救命救急センターとして認定された施設及び日本小児総合医

療施設協議会の会員施設を対象としています。

3.回答の時点について
平成 22年 7月 末日現在の貴施設における状況をご記入下さい。また、別紙
の調査の問 2-1で 「ア」以外の施設におかれましても、ご回答頂いた後、施
設における体制が整備され 「ア」に該当することとなった場合は、その同時を

ご記入の上、再度ご提出頂きますよう重ねてお願い申し上げます。

4.記入者について
原則として、貴施設の代表者または救急救命・脳神経外科部門の責任者の方

に御記入をお願いいたします。

5。 回答期 日及び回収方法について

ご多忙の所大変恐縮ではございますが、平成 22年月日 ()ま でに同封のF
AX用紙にてご返答下さい。

6.回答内容について
ご回答頂きました内容につきましては、統計処理したもののみ基礎資料とし

て活用させて頂きます。

7.調査結果の公表について
公表は厚生労働省において行います。また、体制が整えられている施設の名

称については、施設の同意が得られた場合に公表することとしています。



未 定 稿

臓器提供施設の体制整備状況に関する調査 (案 )

所在地
都・道

府・県
施設名

記入責任者 (御役職 ) (御氏名)

貴施設における平成 22年 7月 末日現在の状況に関する以下の間に対して、当てはまる
記号を○で囲んで下さい。

質問は以上です。 ご協力ありがと
2

番号 質問及び回答

問 1 質問 貴施設は下記の施設のうち、どれに当てはまりますか。

あてはまるものを全て選んで下さい。

ア

イ

ウ

大学附属病院

日本救急医学会指導医指定施設

日本脳神経外科学会専門医訓練施設 (A項 )

救命救急センター

日本小児総合医療施設協議会の会員施設

エ
　
オ

問 2 2-1

「

質問 貴施設は、ガイドライン第 4の「 1」 及び「2Jに規定する (別紙参
照)臓器提供に関する体制が整えられていますか。
ア 体制を整えている (→問2-2、 2-3へ )
イ 今後整える予定である
ウ 整えておらず、今後も整える予定がない (→問 3へ )

2-2 質問 18歳未満の児童からの臓器提供の場合、施設として虐待を受けた児
童への対応を行う必要があります (別添参照)。 貴施設は児童からの臓

器提供を行う体制が整えられていますか。

ア
　
イ

18歳未満の児童からの臓器提供に協力可能
体制が整っていない

2-3 質問 厚生労働省では体制が整えられている施設について、施設の同意を得

た上で、施設名を公表することとしております。施設名を公表するこ

とについて、了承していただけますか。

ア 了承する

了承しないイ

間 3 質問 「体制を整えておらず、今後も整える予定がない」とご回答された理

由等がございましたらご記入下さい。

臓器提供施設として体制を整備する上でのご意見等がございましたらご記入下さい。

うございました。



資 料 5

改正法 の施 行 に伴 う省令及 び通 知 (平成 22年 6月 25日 付)の一覧

1 臓器の移植に関する法律施行規則の一部を改正する省令 (厚生労働省令第 80号 )

2 臓器の移植に関する法律の一部を改正する法律及び臓器の移植に関する法律施行
規則の一部を改正する省令の施行について (健発0114第 1号 各欄

`道

府県知事、指定都市市
長、中核市市長宛 厚生労働省健康局長通知)

3 臓器の移植に関する法律施行規則の一部を改正する省令の施行について (健発 0625
第 1号 各都道府県知事、指定都市市長、中核市市長宛 厚生労働省健康局長通知)

4 「臓器の移植に関する法律」の運用に関する指針 (ガイ ドライン)の一部改正につ
いて (健発 0625第 2号 各都道府県知事、指定‖

`市

市長、中核市市長宛 厚ノ11労 l」lll省健康局長通
知l)

5 「臓器の移植に関する法律」の運用に関する指針 (ガイ ドライン)の細則について
(健服装発 0625第 1号 各都道府県、指定都市、中核市の術イL主管枷

`(局
)長宛 厚生労働省健康

局疾病対策課臓器移イ『1対策室長通知)

6 眼球のあつせんに関する技術指針の一部改正について (健発 0625第 3号 各欄
`道

府県知l

事、指定都市市lK・、中核市市長宛 lll生労働省健康局長通知)

7 「臓器の移植に関する法律」の運用に関する指針 (ガイ ドライン)における虐待を
受けた児童への対応等に関する事項に係る留意事項について (911臓発 0625第 2号 各都
道府県、指定都市、中核市の術生主管沼S(局 )長宛 厚生労働省健康局疾病井l策課臓器移植対策室
長通知)

8 臓器移植 と検視その他の犯罪捜査に関する手続 との関係等について 健 疾発 0625第 1

号 各都道府県、指定都市、中核市の術生主管部 (局)長宛 厚生労働省健康局疾病対策課長通知)

9 臓器の移植に関する法律に基づ く啓発及び普及について健 臓発 0625第 3号 各都道府
県、指定都市、中核市の術生主管部 (局)長宛 厚生労働省健康局疾病対策課臓器移植対策室長通
知)  ′

10 臓器提供意思表示カー ド等の記載不備事例等の取扱いについて佃轍 発0625第 4号 各
都道府県、指定都市、中核市の術生主管部 (局 )長宛 厚生労働省健康局疾病対策課臓器移植対策
室長通知)


